
土地改良法
（作成）
第四条の二 農林水産大臣は、土地改良事業の計画的な実施に資するため、食料・農業・農村政策審議会の意見を聴いて、政
令で定めるところにより、土地改良事業に関する⾧期の計画（以下「土地改良⾧期計画」という。）の案を作成し、閣議の
決定を求めなければならない。

２ 土地改良⾧期計画においては、農林水産省令で定める土地改良事業の種別ごとに、計画期間に係る土地改良事業の実施の
目標及び事業量を定めるものとする。

３ 土地改良⾧期計画は、良好な営農条件を備えた農用地を確保し、及び気候の変動その他の要因による災害の防止又は軽減
を図るため、農業生産の基盤の整備及び保全の効率的な実施を旨として、計画期間に係る農業の生産性の向上、農業生産の
増大及び消費者の需要に即した農業生産の推進の見通し並びに農業経営の規模の拡大等農業構造の改善及び農業生産活動の
継続的な実施の方向に即し、かつ、国土資源の総合的な開発及び保全に資するように定めるものとする。

４・５（略）
（改定）
第四条の三 土地改良⾧期計画は、農業事情、国土資源の開発及び保全の状況、経済事情等に変動があつたため必要があると
きは、改定することができる。

２ 前項の規定による土地改良⾧期計画の改定については、前条第一項、第四項及び第五項の規定を準用する。

土地改良法施行令

（土地改良⾧期計画）
第一条の八 法第四条の二第一項の土地改良⾧期計画は、五年を一期として定めるものとし、その改定は、当該計画期間の範
囲内においてするものとする。

○土地改良⾧期計画は、土地改良法の規定により、土地改良事業の計画的な実施に資するため、食料・農
業・農村政策審議会の意見を聴いた上で計画案を作成し閣議決定。
○計画期間は、五年を一期とし、土地改良事業の実施の目標及び事業量を決定。

土地改良長期計画の位置付け


